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考え方の基本（自治体DXの問題解決）

自治体DX の一丁目一番地は、データの利活用
・ 仮にシステムアプリケーションが各所バラバラに構築されたとしても、生み出されるデータは共通利用すべき
・ バラバラに存在するデータレイクからデータを集約取得し、各所で共同利用出来るスキーム構築が良いと考える
・ データを各社事業領域で囲い込む戦略から、データを共同で利用し国家全体で底上げして諸外国に対抗する

基本、データはGive and Take。「give」は自分のところから何かを出す。「take」は自分のところに何かを取り込む。

ギバー(人に惜しみなく与える人)、テイカー(真っ先に自分の利益を優先させる人)、マッチャー(損得のバランスを考える人)



防災DXに関する国の動向

デジタル田園都市国家構想基本方針（2022.6.7閣議決定） 自由民主党「防災DXの推進に関する提言」（2023.4.7）

防災DXに関する国の動向



南海トラフ地震における具体的な応急対策活動に関する計画より抜粋



災害対応の現場では、極限状態の中で、被害、復旧、要請等、

様々な状況を迅速に把握し、的確に意思決定・行動することが求められる

そのために「情報」が不可欠



災害時情報共有の必要性（理想像）

災害時、個人・組織は
同時並行で異なる活動をする

そのそれぞれが固有の情報を
保有している
＝状況認識が異なる

個人・組織同士が
情報共有によって状況認識を統一することが、
社会全体として的確な災害対応を実行するための鍵

 情報を「共に」「有する」

 「知らない」を無くす
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様々な被害が発生

火災

津波

土砂崩れ

液状化倒壊

隆起

写真は日経新聞・時事通信Webサイトより引用
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様々な被害が発生

断水

孤立

寒さ・雪

通信途絶停電

生活苦

写真は日経新聞・時事通信Webサイトより引用
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発災後の活動経緯（１）
1/1 BDX内規に基づき、20時に災害時情報共有会議を開催。以降、ほぼ毎日開催
1/2 被災状況、県外自治体による支援状況、幹事団体所属各社の対応状況等を共有
1/3 現地課題と会員のサービス等をマッチングさせるため、緊急アンケートを実施（～1/9）
1/4 避難所・避難者の状況把握が困難な状況を確認、避難所管理リソースの不足等の課題を確認
1/5 KDDIと石川県の協力を得て、被災地で活動する組織・団体にスターリンクを10台投入
1/6 スターリンクに対するさらなる要望を受け10台を追加投入
1/7 現地入り。石川県関係部局等との意見交換。避難所情報管理の課題を具体的に確認
1/8 石川県庁内（5階）に「BDX拠点」を設置。当協議会として避難所情報管理支援を行う方針を決定
1/9 STEP1：避難所データ集約整理・統合的管理支援を開始
1/10 STEP1：避難所データの集約整理・統合的管理に向けた環境整備支援作業を実施
1/11 当協議会Webサイトに震災特設ページを追加。上記支援作業を継続実施
1/12 STEP1：避難所データ集約・可視化アプリケーションの構築を概ね完了
1/13 STEP２及び３、中長期的観点で支援すべき課題・ニーズについて石川県と意見交換
1/14 STEP１支援に一定の区切りがついたため、STEP2支援に向けた本格的検討・調整を開始
1/15 STEP2：避難者情報管理に向け、県や市町に導入されているサービスの比較・検討を開始
1/16 STEP2及び３の諸課題、必要となるシステムの仕様等について石川県と意見交換
1/17 STEP2の支援内容について石川県等と協議・調整、当協議会としての対応方針を協議
1/19 石川県のLINE公式アカウントから避難所外避難者のアンケートを開始
1/23 STEP2の協議会活動に参画可能な会員を募集
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発災後の活動経緯（２）
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1/24 STEP2：避難者情報管理に必要なデータベース・ダッシュボード開発を開始
1/30 STEP2：被災者訪問アセスメントのオンライン化の仕様について具体的な検討を開始
1/31 STEP2：三プロジェクト（被災者DB構築、SuicaPJ、アセス訪問）の実施体制を確立
2/１ STEP2：被災高齢者等把握事業の開始（紙ベース）
2/６ STEP2：SuicaPJの実施について志賀町長に説明
2/7 STEP2：志賀町の一部避難所でSuica配布を開始（以降、2/8,11,15,16にも配布）
2/7 STEP2：被災者訪問アセスメントのオンライン化仕様、スケジュールを策定
2/９ STEP3：被災者支援情報配信の支援について会員による企画提案プレゼンを実施
2/10 STEP2：Suica配布作業に協力可能な会員を募集（⇒計10名が応募・参画）
2/13 STEP2：オンラインフォーム（会員が構築）を活用した被災者訪問アセスメントを輪島市から開始
2/16 STEP2：志賀町の指定避難所へのSuica配布を完了
2/20 STEP2：仮設住宅見守り事業におけるオンラインフォーム活用の検討を開始
２/21 STEP1：避難所データ集約・可視化アプリのダッシュボード機能を改善（継続的に改善中）
2/21 STEP2：被災者データベース・ダッシュボード機能の構築を概ね完了（継続的に改善中）
2/22 STEP2：能登町の入浴施設でSuica配布を開始
3/1 STEP2：七尾市の入浴施設でSuica配布を開始
3/4 今後の活動・提言に活かすための振り返り・関係者インタビューを開始
3/5 STEP3：被災者支援情報配信の支援業務内容について県と打合せ・調整
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パランティア

東京海上

デジタル庁

石川県庁

北國銀行
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三菱総研

NEC

NTTデータ

防災科研

IOデータ

PwC

デロイト

ウエザー
ニューズ

スペクティ

石川県庁
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誰が何の情報を収集しているか連

携されないため、わからない。

本質となる支援の為の課題特定

が困難な状況。

被災者支援のための３STEPの策定

意見聴取と課題特定
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県・市町から活動している支援団体等についてヒアリング

支援団体が収集しているデータを確認し、課題を特定

 STEP1避難所情報、STEP2被災者情報、STEP3生活再建支援の方針策定

本質課題を特定し、被災者支援の
為の情報連携ができるシステムを
構築。

（１）課題 （２）取組 （３）成果

県庁、BDXで協議し必要要件・優先順位を定義

例：被災者情報収集・集約前イメージ図 例：被災者情報収集・集約後イメージ図



データを活用し災害関連死を予防するには

・要支援者
・高齢者
・後期高齢者
・独居者

目的過去の災害から今後の関連死増加が予測される中で、リスクの高い被災者を把握し予防策を講じる必要がある

①どんな人が

あるべき姿

③どのような状況の時に どのような支援が必要か②今どこにいて

・避難所(1次・1.5次)
・2次避難所
・自宅/知人宅
・車中泊等

閾値設定(アラート設定)
・既往歴
・Suicaノータッチ
・その他自由設定

誰によって

・コールセンター
・対口職員
・保健師
・その他専門家等

・様子見
・電話等による一次連絡
・訪問確認

データ活用に向けた課題

①_被災した住民の情報
（氏名、住所、生年月日等）

②_避難所の避難者名簿
（避難所名、基本４情報、要配慮事項等）

③_要配慮者など支援が必要な被災者の情報
（要支援者名簿、個別訪問記録など）

④_1.5、２次避難所の避難者名簿
（避難所名、基本４情報、要配慮事項等）

⑤_避難所以外の被災者名簿
（避難所名、基本４情報、要配慮事項等）

⑥_義援金の給付に関する名簿 等
（避難所名、基本４情報、要配慮事項等）

・特定人物の情報が異なるシステムやExcel等に散在しているため、

それぞれを参照する必要がある

・同じデータ項目（例：避難場所や要支援内容）について表現方

法がバラバラであるため、一元的な確認が困難

・情報の鮮度が異なるため、複数の情報から何が正しいか判断するの

が難しい



関係者・機関の課題

県の被災者データベースによる可視化（今回実現したこと）

①_被災した住民の情報
（氏名、住所、生年月日等）

②_避難所の避難者名簿
（避難所名、基本４情報、要配慮事項等）

③_要配慮者など支援が必要な被災者の情報
（要支援者名簿、個別訪問記録など）

④_1.5、２次避難所の避難者名簿
（避難所名、基本４情報、要配慮事項等）

⑤_避難所以外の被災者名簿
（避難所名、基本４情報、要配慮事項等）

⑥_義援金の給付に関する名簿 等
（避難所名、基本４情報、要配慮事項等）

・異なる形式のデータを統合

└DB/システムからのデータ、Excel、OCRで取得したデータ

・異なる項目を標準化

└避難場所区分の表記（車中泊 vs 車両）

・元データの更新に合わせて自動でアップデート

・被災者台帳を核とした名寄せによる避難者360ビュー

被災者
データベース

必要に応じて対応

受入先が個別に対応

記録したり/しなかったり

＜避難受入自治体＞

2次避難所、LINE等で
把握した被災者の情報のみ
情報の集約・全体把握が大変、
受入先への情報提供も困難

県支援の被災者、
県への情報登録者のみ

＜石川県＞

主体毎に情報収集

情報収集が大変、形式や項目
が異なり、情報共有も困難

主体毎に情報収集
データ形式、項目がバラバラ

＜支援する関係機関＞

被災地は職員も被災し、
避難者情報の把握が困難
情報が古い、紙しかない
避難所に分散（一元化できな
い）

あったり/なかったり
データ化できていない

＜6市町＞

県・市町職員

データを活用し災害関連死を予防するには

収集・管理
コストの削減

被災者
台帳



ユースケース 災害関連死防止への活用

・要支援者
・高齢者
・後期高齢者
・独居者

①どんな人が

あるべき姿（再掲）

③どのような状況の時に どのような支援が必要か②今どこにいて

・避難所(1次・1.5次)
・2次避難所
・自宅/知人宅
・車中泊等

閾値設定(アラート設定)
・既往歴
・Suicaノータッチ
・その他自由設定

誰によって

・コールセンター
・対口職員
・保健師
・その他専門家等

・様子見
・電話等による一次連絡
・訪問確認

県の被災者データベースによる可視化

①属性でフィルタリング

関連死リスクの高い属性を絞
り込み。他にも必要な属性設
定が可能

②居所でフィルタリング

最新（取得日時）の居所
のフィルタリングが可能

③その他の状況もあわせてトリアージ

要介護情報やSuicaのタッチ情報などからリスクと閾値を

設定し、支援優先度の高い方をアラートで知らせることが
可能

原課のDBで可視化する

ことによって避難先自
治体の支援が可能
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複数機関が避難所

情報を分散収集

避難所情報統合システムの構築支援

19

市町、 DMAT、自衛隊等が個別に収集し分散管理していた避難所情報の集約を支援

各避難所情報を県の総合防災情報システムで一元管理するための中間システム構築を支援

石川県のニーズを踏まてダッシュボード機能を継続的に改善しながら運用中

避難所情報の一元管理と機
関横断での共有

出典：SAPジャパン（株）プレス発表資料（https://news.sap.com/japan/2024/01/201401-noto-
earthquake/）を一部加工

（１）課題 （２）取組 （３）成果

SAPジャパン（株）がシステム開発を担当

行政(SIP4D)
355箇所

DMAT・保

健師
（D24H）786
箇所

自衛隊
（ｷﾝﾄｰﾝ）
587箇所

県システムでの一元管理

SIP4D/ISUTサイトでの共有

1/8時点で総計1598箇所
（重複・未確定あり）

1/28時点で917箇所を確定
（681箇所の重複・未確定を解消）



20







23

課題）複雑な避難所運営ー膨大な量の情報を処理する必要がある



被災者訪問アセスメントのオンライン化支援

24

 実施機関毎に異なっていた被災者訪問アセスメントの調査項目の統一化を支援

紙ベースで行われていたアセス情報入力をオンラインフォーム化（デジタル化）

各実施機関が収集・登録したアセス情報の集約・統合的把握を支援

紙ベースでのアセス

各実施機関のアセス項
目が不統一

アセス結果の統合的な
把握が困難

オンライン入力化、アセ
ス実務の省力化

アセス結果の統合
→3/21時点で約4,900件の
データ登録

被災者特性に応じた適
切な支援

【被災者
データベース】

①訪問先情報
（住所、氏名、世帯情報等）

訪問者 被災者

③訪問

④対話

⑤アセス情報入力

⑥アセス情報
（被災者データ拡充） ⑦情報確認

判断・対応

実施内容＝構築部分

②訪問先の
リスト化

（１）課題 （２）取組 （３）成果

オンライン入力フォーム

ワークログ（株）が
システム開発を担当

Palantir Technologies Japan（株）がシステム
開発を担当

（デジタル入力）



被災者データベースの構築支援
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県は、特に被害が甚大な6市町の被災者台帳を支援するため被災者DBを構築中

県・市町保有の各種名簿、Suica活用による把握情報、被災者アセス情報などを集約・統合管理する被
災者DB構築を支援。機能改善しつつ運用中

様々な種類・形式の
被災者情報が分散

集約・名寄せに多大
な職員事務負担

被災者データベースによ
る各種被災者情報の集
約・管理

→合計10以上のシステム等から
の被災者情報を名寄せ・統合
（拡充中）

（１）課題 （２）取組 （３）成果

【被災者DB】

県・市町が取得・収集している
被災者に関する情報

避難者名簿、訪問情報等

避難所データ集約可視化アプ
リケーション

被災者台帳の作成支援
②被災者訪問アセスメント

被災者台帳の作成支援
①Suicaプロジェクト

BTP

SAPに集約されたデータを
市町職員がチェックし、マス
ターデータに登録

複数の情報を組み合わせることで情報
の信頼性が向上

現地登録情報（基本4情報＋現在地
等）とタッチログ 世帯情報、個人の要配慮情報等

各種名簿等

Suica情報 訪問アセス情報 ダッシュボード

Palantir Technologies Japan（株）がシステム開発を担当

氏名 石川花子

性別 女性

住所 石川県

避難場所 A中学校

連絡先 ・・・

氏名 石川花子

性別 女性

住所 石川県

避難場所 A中学校

連絡先 ・・・

氏名 石川花子

性別 女性

住所 石川県

避難場所 A中学校

連絡先 ・・・
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＜参考_根拠規定＞県から被災市町へ情報提供を要請できる根拠

石川県

被災者DB

県から被災者台帳情報の提供の求め

市町から被災者台帳情報の提供

・災対基本法第90条の4第3項
・同法施行規則第8条の6第2項

被災市町から県へ情報提供を要請できる根拠

県から被災者に関する情報の提
供

市町から被災者に関する情報提供の求
め

災対基本法施行規則第8条の6

災対基本法第90条の3第4項

・災対基本法第90条の3第4項
・個人情報報第69条第2項第3号

石川県

被災者DB

6市町

被災者台帳

6市町

被災者台帳

被災者の状況把握（根拠規定）



能登。明日は我が身
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情報は極めて重要なツール

発災直後
（発災〜6時間）

超急性期
（6〜72時間）

急性期
（72時間〜1週間）

亜急性期
（1週間〜1ヶ月）

慢性期
（1〜3ヶ月）

慢性期
（3ヶ月以降）

発災直後の被災状況の把握困難。

また、情報混乱による、情報伝達遅延が
発生。これにより判断権者の判断が遅れ
るリスクも。
この情報空白をITで埋めることが肝要。

人命救助に極めて重要な72時間をいか
に効率的にリソースを動かすかが重要

復興期の住民サービス改善が重要。

罹災証明事務の見直しにより、迅速な住
民生活基盤の復旧を自治体がデジタル
により支援することが重要。

自治体政府による復興支援は、避難該当
者が、きちんと避難していくモチベーショ
ンにもつながるので、全力で。

復興初期が不満が一番噴出する時期。こ
の時期の被災者への情報提供は重要。

被害中

被害小

被害大

死者

火事家屋倒壊

道路陥没

けが人

外壁落下

停電

けが人

情報空白地帯
（要注目）

発災直後（発災から30分でいかに情報を集められるか）の被災情報は重要
例：行政「今大丈夫ですか？」→住民「大丈夫です」

Google Maps
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考え方の基本（防災で目指しているポイント）

発災前
（風水害等）

発災直後
（＋地震）

発災後数日

発災後1週間

・ Digitalによって、住民個々の状況に合わせた避難情報の伝達を個人ダイレクトに発信が可能になる。

・ 災害対応に関する指示をいち早く的確に行うことが出来るようになる。刻々と変化する状況を把握することが可能。

・ 避難所の状況がデータとして把握出来れば、物資等の輸送配置が最適化出来る。当然ニーズ把握も。

・ 個別の被災者毎に適切な支援情報の伝達と、取り残された人がいないかの確認が可能。
・ 昼間は地域の復旧作業を行っており、行政機関へ行くのは負担。夜間深夜でも手続きが行えるのが理想。

・ 災害予測値居住者への警戒態勢呼びかけ
・ 個別人への要避難情報の発信および最適避難所の案内

・ 発災直後（特に初動10分）において、被災地の被災状況を“ざっくり把握”
・ 避難者への避難情報と最適避難所の案内

・ 避難所運営に関するデータ収集
・ 避難者への最大限のケアに必要な情報収集とその情報に伴う対処

・ 被災者への災害復興支援制度等の情報提供
・ 支援手続きのデジタル化



防災とは①災害を未然に防止し、災害が発生した場合における②被害の拡大
を防ぎ、及び③災害の復旧を図ることをいう。（災害対策基本法より）

災害
発生

時間

社
会
の
機
能

①発生させない力

③早く立ち直る力

②被害を減らす力

耐震化など…
自助・共助公助

訓練など…
共助・自助公助

協力・連携…
公助・自助共助



県と市町村が共同利用できるデータ統合連携基盤を整備

「データ統合連携基盤」に係る取組

まず防災分野から、県と市町村で共同利用できる仕組みを整備

幅広いデータを迅速に収集、統合、連携、分析するなど
様々にデータ利活用できる基盤を整備し、DXを推進

＜基盤を共同利用するメリット＞
① 災害時等における他自治体との迅速な情報共有
② 基盤・機能の共通化による災害時の強靭なBCP対応
③ 共同運用による人材やコストのシェア

リソースを共有しながら地域の様々な社会課題の解決を目指す

２
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デジタルプラットフォーム
デジタルによる下支えと全体最適化

福祉子どもみらい局

教育局

県土整備局

産業労働局

産業労働局
環境農政局

産業労働局

環境農政局

環境農政局

健康医療局

Vibrant ‘’Inochi’’（いのち輝く神奈川）を支えるDX


